
申請

①　指定給水装置工事事業者指定申請書（様式第１）
・添付書類

法人・・・定款（原本証明したもの）、登記事項証明書
個人・・・住民票の写し

②　機械器具調書(別表）※機械器具写真添付

③　誓約書（様式第２）

④　指定給水装置工事事業者に係る暴力団等排除に関する誓約書（様式第１号）

⑤　給水装置工事主任者認定証の写し
・添付書類
 ・給水装置工事主任技術者免状の写し
 ・給水装置工事主任技術者証の写し（氏名と顔が確認できるもの）
 ・上記主任技術者の雇用関係を証明できるもの

⑥　所在地の位置図（住宅地図等に位置を明記）

⑦　事業所の写真（外観、事務所内、倉庫[資材]等）

⑧　申請者の市町村納税証明書
法人・・・法人市民税の納付を証明するもの
個人・・・個人の市県民税の納付を証明するもの

⑨　指定給水装置工事事業者指定（更新）時確認事項
※新規申請の際にも必要です。

⑩　その他

届出

・添付書類
 ・給水装置工事主任技術者免状の写し
 ・給水装置工事主任技術者証の写し（氏名と顔が確認できるもの）
 ・上記主任技術者の雇用関係を証明できるもの

指定の有効期間５年

指定の取消

指定申請手数料納付（１万４千円）　指定の日から１０日以内

給水装置工事主任技術者の選任　指定の日から１４日間以内

※改正水道法第２５条の３の２第１項に定める指定の有効
期間５年の更新が必要。変更等が生じた場合は速やかに届
け出てください。

指定給水装置工事事業者の指定の流れ

水道法第１６条の２第１項の指定

できないできる

①　給水装置工事主任技術者選任届出書（様式第３）

新規申請、更新申請共に同じ様式です。




















